
川越市子ども家庭総合支援拠点について（案）

⑴背景

●平成28年5月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第63号。以下「改正法」という。）において、市町村は、子ども及び妊産婦の福祉に関し、必要な実情の把握に
努め、情報の提供を行い、家庭その他からの相談に応じ、調査及び指導を行うとともに、その他の必要な支援に係る業務を適切に行わなければならないことが明確化された。

●児童相談所が虐待相談を受けて対応したケースのうち多くは、施設入所等の措置を採るに至らず在宅支援となっているが、その後に重篤な虐待事例が生じる場合が少なくない実態がある。その

ため、市区町村が、子どもやその保護者に寄り添って継続的に支援し、児童虐待の発生を防止することが重要であり、市区町村を中心とした在宅支援の強化を図ることが求められている。
⑵必要性
● 上記の市町村の役割・責務を踏まえ、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、子ども等に関する相談全般から、より専門的な相談対応、訪問等による継続的なソーシャルワーク

業務までを行うことが求められており、そうした機能を担う拠点の設置が努力義務となっている（国は令和4年度までに全ての市区町村に設置するとの方針）。

⑶対象

● 管内に所在するすべての子どもとその家庭（里親及び養子縁組を含む。）及び妊産婦等を対象とする。［「市区町村子ども家庭総合支援拠点」設置運営要綱（以下「国要綱」という）3.対象］

１．子ども家庭総合支援拠点の概要

【組織等】
子ども家庭総合支援拠点に必要な機能は、概ねこども家庭

課内に備わっていることから、現行の業務を核として一部を

拡充して対応する。

なお、拠点の設置は「機能の設置」であるため、設置当初
の段階においては、組織改正等は予定していない。

【類型】
児童人口により５類型に区分される。

本市は「中規模型」（児童人口2.7万人以上7.2万人未満）

【職員配置】
・子ども家庭支援員 ３名［常時３名］

・心理担当支援員 ２名［常時１名］

・虐待対応専門員 ４名［常時４名］
・事務処理対応職員 １名［必要に応じて配置］

・安全確認対応職員 なし［必要に応じて配置］

※［ ］は、国要綱による配置基準

※安全確認対応職員は、設置後の状況により配置を検討。

【補助等】国庫補助1/2

（児童虐待・DV対策等総合支援事業費補助金）

２．本市における児童等に対する支援体制の整理（支援拠点の位置づけ）

低

高

妊娠期から子育て期にわたる総合的相談や支援を実施
・妊産婦等の支援に必要な実情の把握
・妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導を行う
・関係機関との連絡調整 ・支援プランの策定

子育て世代包括支援センター（こども育成課、健康づくり支援課、保育課）

緊急かつより高度な専門的対応、保護等の措置を実施
・相談、養育環境等の調査、専門診断等
・一時保護、措置（里親委託、施設入所、在宅指導等）
・市区町村援助（市区町村相互間の連絡調整、情報提供等必要な援助）

川越児童相談所（一時保護所）

既存の業務を基本としつつ、心理職の配置等の拡充を行う
① 子ども家庭支援に係る業務

・実情の把握、情報の提供、相談等への対応、総合調整
→ 既存の家庭児童相談室の機能を活用

② 要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦への支援業務
・危険判断とその対応、調査、アセスメント、支援計画の作成等、支援及び指導等

→ 既存のケースワーク業務に加え、心理職を配置し、心理的ケアを要する家庭
への支援も充実させる

③ 関係機関との連絡調整
・要保護児童対策地域協議会の調整機関（事務局）を担うことで、支援の一体性、

連続性を確保するとともに、関係機関との連携・協働の体制を推進
→ 引き続き要保護児童対策協議会の事務局を担い、連携を推進する

④ その他の必要な支援
・一時保護又は措置解除後の児童等が安定した生活を継続していくための支援 他

川越市子ども家庭総合支援拠点（こども家庭課内）

関係機関等が連携して児
童虐待などに対応し、要
保護児童や要支援児童若
しくは特定妊婦への適切
な支援を図るために設置。

○子ども家庭総合支援拠
点が事務局を担い、連携
強化のための機能も兼ね
る。

○事務局業務
・責任を持って対応すべ

き支援機関の選定
・支援の進行状況確認等

を管理、評価
・関係機関間の調整、協

力要請等

○ 関係機関
・埼玉県川越児童相談所
・市内児童養護施設
・民生委員・児童委員
・川越市社会福祉協議会
・川越市医師会
・川越市教育委員会
・埼玉県川越警察署
・埼玉弁護士会 など

要保護児童対策地域
協議会

適切に情報を共有しながら、子どもの発達段階や家庭の状況等に応じて
支援を継続して実施

役割分担・連携を図りつつ、常に協働して支援を実施

３．設置形態等

【設置予定】
令和４年４月１日の設置を目指し、令和３年度中に庁内の

合意形成及び議会への報告を行う。

【設置後の検討】
運営開始当初は現行の業務内容を確実に実施するが、設置

以降、心理職の配置により強化された専門性を活用する事業

の実施や、拠点の機能の更なる強化、支援の中で抽出された
課題に対応する事業の推進等、設置後概ね３年間を目安に検

討していく。

４．今後のスケジュール

令和４年２月９日（水）
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